
  
 
 
 
 
 
DNA の変異は細胞のガン化のもととなる。一方、DNA の変異は、体の免疫として働く抗体の多 
 

首都大学東京・理化学研究所・北海道大学・埼玉県環境科学国際センター・海洋研究開発機構から

なる研究チームは、過去 31 年分のデータに基づいた領域気候モデルを用いた数値シミュレーション

により、関東の夏の気温に対する海面水温の影響を評価した結果、日本近海の海面水温の変化が関東

地方の気温変動に影響を及ぼしていることを明らかにしました。具体的には、関東南沖を流れる黒潮

周辺の年々の海面水温の変動が、関東地方の気温変動を増幅しており、約 3 割の気温変動は海面水温

の影響によって説明できることが分かりました。また、長期的な海面水温変化が長期的な気温変化に

部分的に寄与していると考えられます。さらに、日本近海の海水の蒸発量の増加が関東地方の水蒸気

量の増加を引き起こし、地域スケールの温室効果を強化している可能性も示唆されました。 

 
 

【発見の背景】  

近年世界各地で、地上気温の上昇が報告されていますが、同時に海面水温も上昇しており、特に黒潮域の

海面水温の上昇が世界の海洋の平均よりも大きいことが指摘されています。また、夏季の地上気温の上昇は、

熱中症リスクの増大や電力の需要逼迫など、私たちの健康や生活に大きな影響を及ぼします。地域スケール

の気候変動では、冬季の海面水温が気候変動に大きな影響を与えることは知られていますが、夏季について

は、あまり研究がありませんでした。また、これまでは、夏の気温変動には、近海の海面水温の影響は小さ

く、太平洋高気圧の張り出しの強さや熱帯海洋の海面水温の遠隔影響（例：エルニーニョ・ラニーニャ現象）

などにより変動すると考えられていました。地域スケールの気温変動には、地球温暖化に伴う広域的な気温

上昇に加えて、近傍の海面水温による地域スケールの気温上昇が含まれているため、両者を区別して評価す

ることで、その地域の気温変動の原因解明につながることが期待されます。 

本研究は、夏の関東地方の気候変動に着目し、海面水温変動が気温に及ぼす影響を、高解像度の長期間の

数値シミュレーションから定量的に明らかにしたものです。 

【研究の詳細】 

首都大学東京 高橋洋 助教、理化学研究所計算科学研究機構 足立幸穂 研究員、北海道大学 佐藤友

徳 准教授、埼玉県環境科学国際センター 原政之 研究員、海洋研究開発機構 馬燮銚 主任研究員、海

洋研究開発機構（現 筑波大学） 木村富士男 上席研究員からなる研究チームは、上記の研究背景をもとに、

領域気候モデル※1を用いた数値シミュレーションによって、夏の関東の地上気温変動に対する関東南沖を流

れる黒潮周辺の海面水温の影響を評価しました。過去 31 年間（1982 年—2012 年）の 8 月について、

それぞれの年の月平均の海面水温の観測値を与えたシミュレーションと、31 年間の平均値を与えたシミュ

レーションをそれぞれ 31 年分実施しました。それぞれの年の月平均海面水温を与えたシミュレーションで

は、長期間の気象観測データと比較し、現実的なシミュレーションであることを確認しました。二つのシミ

ュレーション結果の差から、海面水温変動のみに起因する気温などの変動を取り出すことができます。 
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その結果、海面水温の年々の変動が、関東地方の気温変動を増幅していることが分かり、関東地方の気温

変動のうちの約 3 割が海面水温の変動によって説明されることが分かりました（残りの 7 割は、太平洋高気

圧の強弱、熱帯海洋の海面水温の遠隔影響、陸地の乾燥度合などによるものと考えられます）。また、海面水

温が平均よりも高い年は、地上気温だけではなく、水蒸気量も大きくなることが分かりました。この結果は、

海面水温が平均よりも高い年には、高温多湿になりやすい傾向があることを示しています。 

 

海面水温変動による関東地方の気温変動には、大気中の水蒸気量が変動することによる温室効果の強

弱が関係しているものと考えられます。水蒸気は温室効果が強い気体であるため、大気中の水蒸気量が

増えることは、下向きの赤外放射※2 を増加させ、地表付近での放射冷却を軽減します。経験式から見

積もった水蒸気量増加による下向きの赤外放射の変化量は、詳細なシミュレーションにより計算された

変化量と同等のオーダーであり、水蒸気量変化が温室効果の強化に重要であることが示唆されました。

一方で、地上気温を大きく左右する要因として、雲による日射の遮断が考えられます。水蒸気量が変動

することから雲量も変化する可能性がありますが、本研究のシミュレーションでは、海面水温変動のみ

に起因する関東地方における日射の変動（雲量の変動）寄与は十分に小さいことがわかりました。 

【研究の成果】 

本研究は、夏季において、関東南沖を流れる黒潮周辺の海面水温がどの程度関東地方の地上気温に影響を

及ぼしているかを定量的に明らかにし、気温変化が水蒸気量の変動に伴う下向き赤外放射の変動に関係して

いることを示しました。高温で水蒸気の多い環境は、人間活動（空調などのエネルギー需要）や健康問題（熱

中症など）と直結します。したがって、信頼性の高い気候変動の把握と気象・気候予測を行うためには、既

存の気象観測の継続に加えて、水蒸気量観測網の整備とデータアーカイブの自動化、さらに数値モデルの改

良を通じて水蒸気量変動を理解することが重要であると言えます。一方、地球温暖化に伴う将来の広域的な

気温予測に加えて、本研究のような領域スケールの温室効果も考慮することで詳細な温暖化予測が可能にな

ることが期待されます。 
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【用語解説】  

※1 領域気候モデル 

物理法則に基づいて定式化された方程式系をコンピュータ上で解き、気温や風、降水量など気象要素の時間

変化を計算するためのソフトウェアを気候モデルや気象モデルと呼びます。これらのモデルは日々の天気予

報や地球温暖化予測などに使用されています。領域気候モデルは対象とする地域のみを高い空間解像度で計

算することが可能なモデルです。本研究では、関東地方を含む領域を4 kmの高解像度で1982年から2012

年の 31 年間の 8 月のみを計算しています。 

 

※2 下向きの赤外放射 

地球大気から下向きに（地上に向けて）放射される赤外放射（赤外線）です。地表で受け取る赤外放射は、

主に、地表付近の気温、大気全体の水蒸気量の影響を受けます。条件によって、雲の影響も受けます。全球

規模では温室効果ガスの増加により、この下向き赤外放射が増加することが、地球規模の温暖化の主要因で

す。 

 

 

 

【研究内容に関するお問合せ先】 

首都大学東京 大学院都市環境科学研究科 地理環境科学域 助教 高橋 洋 

TEL：042-677-1111 （内線：5633）  

E-mail：hiroshi3@tmu.ac.jp 

 

【関係機関の窓口（広報担当）】 

国立研究開発法人理化学研究所  理化学研究所 広報室 報道担当 

 TEL：048-467-9272   E-mail：ex-press@riken.jp 

 

国立大学法人北海道大学  総務企画部広報課 広報・渉外担当 

TEL：011-706-2610   E-mail：kouhou@jimu.hokudai.ac.jp 

 

埼玉県環境科学国際センター  温暖化対策担当 原 政之 

TEL：0480-83-7331   E-mail：g738331@pref.saitama.lg.jp 

 

国立研究開発法人海洋研究開発機構  広報部 報道課長 松井 宏泰  

TEL：046-867-9198   E-mail：press@jamstec.go.jp 

 



【添付資料】  

図 1 1982 年から 2012 年までの各年の 8 月の関東南沖の海面水温[灰色；▽]（31 年平均

値からの偏差）とシミュレーションにより取り出した日本近海の海面水温の関東の気温への影響

[黒；○]の時系列。単位は、℃（度）。すなわち、海面水温変化のみに起因する気温上昇量を示

している。 

  

図 2 31 年間の 8 月の関東南沖の海面水温の年々の変動に対する、水蒸気量（色）と水蒸気

輸送量（矢印）の回帰係数。水蒸気輸送量は、相関係数（自由度は 29）により 99.9％で統計

的に有意なものを図化した。海面水温が高いときに水蒸気量が多くなるところが赤で、矢印の

向きに水蒸気輸送が強化されることを示している。図 1 と同様に、海面水温変化のみに起因す

る変化のみを取り出している。 


